






会社名 株式会社 リビングプラットフォーム

役員 代表取締役
取締役
取締役（社外取締役）
取締役（社外取締役）
取締役（社外取締役）
監査役（社外監査役）
監査役（社外監査役）
監査役（社外監査役）

金子 洋文
林隆祐
田中宏明（弁護士）
河江健史（公認会計士）
平尾喜昭
後藤充宏（公認会計士）
片倉秀次（弁護士）
角野里奈（公認会計士）

設立日 2011年6月28日

上場日 2020年3月17日（東京証券取引所マザーズ市場（現グロース市場））
証券コード：7091

社員数 3,169名（パート社員含む）

グループ会社
株式会社リビングプラットフォームケア
株式会社OSプラットフォーム
株式会社シルバーハイツ札幌
株式会社ナーサリープラットフォーム
有限会社トゥルース

株式会社チャレンジプラットフォーム
株式会社BSプラットフォーム
ブルー・ケア株式会社
有限会社 ID・アーマン

（2024年7月1日 ）
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全国に

134施設を
展開

3

2024年6月1日現在

介護

有料老人ホーム等 42

グループホーム 48

障がい者支援

就労継続支援B型 9

グループホーム 20

保育

認可 13

企業主導 1

認可外 1

2024年6月総施設数

保有施設数（M&A含む）

5

1

17

41















出所：総務省統計局統計調査部国勢統計課 人口推計資料「我が国の推計人口」「人口推計年報」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和5年推計）
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出所：厚生労働省「令和5年（2023）人口動態統計月報年計（概数）の概況」

先進国における持続可能ライン (2.07)

（千人）



出所：総務省統計局統計調査部国勢統計課 人口推計資料「我が国の推計人口」「人口推計年報」「労働力調査」
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全要素生産性 資本 労働

介護
社内教育を通じた
質の高い職員育成

介護事業所の建設
介護離職の防止
高齢者の労働参加

障がい者支援
より高い高付加価値を生む
障がい者就労支援教育

障がい者支援事業所の
建設

障がい者の労働参加

保育
長期的な生産性に資する

幼児教育
保育所の建設 出産、子育離職の防止

• 教育を通じた生産性向上
• 経営努力による経済的な
運営

• 事業所建設を通じた
資本の蓄積

• 事業を通じた労働力の
移転



15歳以上人口
（1億1,097万人）

労働力人口
（6,951万人）

就業者
（6,787万人）

働く意思があり
働いている

完全失業者
（164万人）

働く意思はあるが
働いていない

非労働力人口
（4,137万人）

働く意思がない
• 通学、家事、高齢者
• 介護従事者、出産育児従事者、
障がい者





FY23.3通期 FY24.3通期

売上高
（百万円）

構成比率

11,324 
13,717

755 

1,137 

1,515 

1,692 

100 

115

■ 介護 ■ 障がい者支援 ■ 保育 ■ その他

82.7%

5.5%

11.1%
0.7%

82.3%

6.8%

10.2% 0.7%
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出所：総務省統計局統計調査部国勢統計課 人口推計資料「我が国の推計人口」「人口推計年報」、
内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」

（億人） （兆円）

推計値
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医療から介護へ、社会福祉法人から株式会社へ比重を変えていくことで
財政負担を軽減し、持続可能な介護市場の発展をめざす

主要施設介護の中で高単価である（社会保障負担の大きい）施設医療療養型施設や特別養護老人ホーム
（特養）の施設増加は、財政負担の増加を招きます。株式会社による健全な施設運営を拡充することに
より介護市場でのメインプレイヤーを民間へとシフトし、持続可能な介護市場の発展へ繋げます。

医療 長期医療

介護

社会福祉
法人

特別養護
老人ホーム

株式会社

特定施設

グループ
ホーム

出所：厚生労働省「社会保障に係る給付費等の将来推計(平成23年6月2日、社会保障改革に関する集中検討会議(第10回)参考資料)」
医療・介護に係る長期推計

医療・介護サービスごとの単価の見込み
2025年見込み（改革シナリオ）・万円/月

介護施設利用者数の伸び
2011年度及び2025年度見込み（改革シナリオ）・万人

62

32

20

30

48

15

16

72

24

37

約2/3
加えて社福は
法人税非課税 +9万人

+21万人

上：2011年 下：2025年

特定施設やグループホームと比べても単価が高く、
かつ+24万人と大きな伸び →財政の圧迫の原因



•

•

•

全介護市場における、当社の該当領域 介護サービス種類別費用額累計（2020年度）

105,078

億円

7,210億円：高齢者グループホーム

5,857億円：特定施設

10,028億円：訪問介護

3,057億円：訪問看護

651億円：
定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

当社の該当領域

26,803億円

当社の在宅介護は有料老人ホーム等において提供されるため、実質的には施設介護 出所：厚生労働省「令和2年度 介護給付費等実態統計の概況」
備考：有料老人ホームは、「特定施設（介護付き施設）」と「サ高住・住宅型」に分かれる。また、「サ高住・住宅型」には、訪問介護、訪問看護、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、住宅介護支援の一部が含まれる

施設介護

介護療養型

介護老人保健施設（老健）

特別養護老人ホーム（特養）

高齢者グループホーム

有料老人ホーム

その他

在宅介護

訪問介護

訪問看護

訪問入浴

訪問リハビリテーション

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

居宅介護支援

通所介護

その他



大型都市駅近隣への集中

東京23区・政令指定都市・中核市及びその周辺都市における駅近隣へ集中することで、
入居者並びにスタッフを優位に確保

当社の施設所在地

最寄り駅からの
平均距離

コンパクト
シティ定義

当社施設
平均

東京23区 政令指定都市 中核市 その他

15

(16%)

52

(58%)

6

(7%)

17

(19%)

90

(100%)

4km

0.8km

出所：社内データ、厚生労働省「平成29年度介護保険事業状況報告」、財団法人日本経済研究所「コンパクトシティの導入と都市政策」



幅広い受入範囲

（単位：万人）

当社が受入可能な範囲

出所：社内データ、厚生労働省「令和3年度介護保険事業状況報告」、財団法人日本経済研究所「コンパクトシティの導入と都市政策」



特別養護
老人ホーム
（市場平均）

介護付き有料
老人ホーム
（市場平均）

介護付き有料
老人ホーム
（当社）



•

•



✓

介護：有料老人ホーム等

27 32 37 37 39 40 41

1,880 2,426 2,779 2,840 2,932 2,998 3,137 

85.7 87.8
86.3

86.5 86.1 86.7 86.3

78.8 84.2
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定員数 稼働率（開設1年以上） 稼働率 定員数
（名）

事業所数

定員数・
稼働率

第10期
(FY21.3)

第11期
(FY22.3)

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

稼働率
(%)

今期計画(41)

今期計画(3,151)

稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和



✓

✓

事業所数

定員数・
稼働率

26 28 35 43 45 45 47

稼働率
(%)

定員数
（名）

522 594 711 855 891 891 927 

95.2 94.1 91.4
92.4 95.1 92.6 

95.1

91.4
94.1

86.6 89.8 90.9 91.4 94.1
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介護：グループホーム

第10期
(FY21.3)

第11期
(FY22.3)

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

今期計画(45)

今期計画(900)

稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和





働く場所

住む場所

主要プレイヤーなし
（就労継続支援B型）

主要プレイヤーなし
（グループホーム）

上場会社等
（就労移行支援）

就労前 就労



•

•

•

全障がい者支援市場における
当社の該当領域

サービス種類別総費用額（2019年度）

27,493

億円

651億円：就労移行支援

1,211億円：就労継続支援A型

3,814億円：
就労継続支援B型

2,228億円：
共同生活援助（介護型）

当社の該当領域

6,042億円

出所：厚生労働省「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム 第20回「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」資料」

訪問

居宅介護（ホームヘルプ）

重度居宅介護

同行援護

行動援護

その他

施設 施設入所支援

日中活動
生活介護

その他

居住支援
自立生活援助

共同生活援助（グループホーム）

訓練・就労

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援A型

就労継続支援B型

就労定着支援



•

•

行政
養護学校

その他支援機関

グループ
ホーム

就労移行支援

就労継続支援A型

就労継続支援B型

生活訓練

一般就労

紹介 連携 軽

重

障
が
い
区
分

弊社注力分野
介護のノウハウ活用



120 180 180 180 180 180 180 

71.4 65.8 
66.9 
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定員数 稼働率（開設1年以上） 稼働率

✓

障がい者支援：就労継続支援B型

事業所数

定員数・
稼働率

稼働率
(%)

定員数
（名）

6 9 9 9 9 9 9

第10期
(FY21.3)

第11期
(FY22.3)

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

今期計画(9)

今期計画(180)

稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和

4Q以降は決定済みの開設予定数（ 2024年2月1日現在）



✓

事業所数

定員数・
稼働率

稼働率
(%)

定員数
（名）

10 11 14 16 19 19 20

170 190 260 295 335 335 375 

84.5
94.7 90.5 90.1 88.9

96.3 90.2

69.4 

85.3 
77.3 

76.3 
69.6 78.0 

75.5 
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定員数 稼働率（開設1年以上） 稼働率

障がい者支援：グループホーム

第10期
(FY21.3)

第11期
(FY22.3)

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

今期計画(20)

今期計画(370)

稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入居者数の総和

各事業所の定員数の総和

4Q以降は決定済みの開設予定数（2024年2月1日現在）





文部科学省 厚生労働省

教育 養護

従来

現在

幼稚園 保育所

幼稚園 保育所



•

•

市町村
主体

施設型

認可保育所

幼稚園

認定こども園

地域型

小規模保育

家庭的保育

居宅訪問型保育

事業所内保育

国全体
企業主導型保育

その他



•

•



✓

保育：認可保育所

事業所数

定員数・
稼働率

稼働率
(%)

定員数
（名）

5 11 12 13 13 13 13

376 806 906 956 956 956 956 

84.5
89.4

83.1 83.7 84.3 84.1
83.8

83.2
76.6 80.0 80.9

81.6 81.4 81.1
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定員数 稼働率（開設1年以上） 稼働率

第10期
(FY21.3)

第11期
(FY22.3)

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

通期 通期 通期 1Q 2Q 3Q 4Q

今期計画(13)

今期計画(986)

稼働率は各期末時点で右記の通りに算出しています。 稼働率＝
各事業所の月末時点の入園児数の総和

各事業所の定員数の総和

4Q以降は決定済みの開設予定数（ 2024年2月1日現在）





628 1,090
1,735

5,679
6,627

7,730
9,132

11,625

（百万円）

■ 売上 ■ 営業利益

第4期
(FY15.3)

第5期
(FY16.3)

第6期
(FY17.3)

第7期
(FY18.3)

第8期
(FY19.3)

第9期
(FY20.3)

第10期
(FY21.3)

第11期
(FY22.3)

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

営業利益
36

(5.8%)
13

(1.1%)
0

(0.0%)
101

(1.8%)
327

(4.9%)
328

(4.3%)
220

(2.4%)
496

(4.3%)
-234

(-1.7%)

-81
(-0.5%)

経常利益
35

(5.7%)
30

(2.8%)
△12

(△0.7%)
145

(2.6%)
230

(3.5%)
234

(3.0%)
242

(2.7%)
581

(5.0%)
35

(0.3%)
197

(1.2%)

当期純利益
21

(3.4%)
9

(0.8%)
△20

(△1.2%)
76

(1.3%)
158

(2.4%)
104

(1.4%)
56

(0.6%)
407

(3.5%)
91

(0.7%)
189

(1.1%)

実績 16,662
対前年 +21.7%

13,694



第1期
(FY12.3)

第2期
(FY13.3)

第3期
(FY14.3)

第4期
(FY15.3)

第5期
(FY16.3)

第6期
(FY17.3)

第7期
(FY18.3)

第8期
(FY19.3)

第9期
(FY20.3)

第10期
(FY21.3)

第11期
(FY22.3)

第12期
(FY23.3)

第13期
(FY24.3)

ブルー・ケア(株)を取得

(株)BSプラット
フォーム設立

(有)ID・アーマンを取得

「こまち」を取得

「花こまち」を取得

(株)IMAGINE保育園
を取得

(株)アルプスの杜
を取得

「グローバルケア
ホーム」を取得

(株)シルバーハイツ
札幌を取得

(株)アイケアパート
ナーズ東京を取得

(株)Good･Better･
bestを取得

(株)ライフミクス
を取得

「ウェルライフガー
デン取手」を取得

(株)OSプラット
フォーム設立

(株)ケアプロダクツを取得

「はな北13条通」を取得

「はな北郷」を取得

「ウェルライフヴィラ柏」
を取得

(株)リビングプラットフォーム
東北設立

創業

■ 株式譲渡
■ 事業譲渡
■ 新設

(有)アートアシストの
船橋施設を取得

(有)トゥルース
を取得

(株)橙果舎
を取得

(有)シニアケアの
塚口 ・ 施設を取得

(株)エコの
福島7施設を取得



過去の買収後実績（経常利益）

承継年度 +1 +2 +3

ケアプロダクツ

シルバーハイツ札幌

アイケアパートナーズ
東京

Good Better BEST

ライフミクス

IMAGIN保育園

アルプスの杜

ブルーケア

出所：社内データ 2024年3月末現在（合意済み未実行のものは除く）
補足：過去の買収後実績における経常利益の算出にあたっては、間接費やセールアンドリースバックの効果等を考慮し、比較可能なものとした。

また、承継年度における承継後期間が短いものについては、承継年度を翌期とした。



個人
（個人資産会社含む） 不動産ファンド 自社所有 企業

運営棟数

保有主体

全92棟／4,304床

38.0% 34.8% 8.7% 18.5%

2024年3月末時点







売上高増加率

成長性

営業利益率

収益性

自己資本比率

安定性

10% 8.0% 20%

FY27.3通期

10.1%
FY27.3通期

8.6%
FY27.3通期

32.1%

FY24.3通期

21.7%
FY24.3通期

-0.5%
FY24.3通期

14.6%

EBITDA

収益性

2,000
百万円

FY27.3通期

2,369百万円

FY24.3通期

138百万円

KPI



FY24.3 FY25.3 FY26.3 FY27.3

修正前計画
(2023.05)

実績 差異
修正前計画

(2023.05)
修正計画 差異

修正前計画
(2023.05)

修正計画 差異
修正前計画

(2023.05)
修正計画 差異

流動資産 4,351 3,256 △ 1,095 6,190 4,117 △ 2,073 8,006 5,369 △ 2,637 - 6,452 -

(現預金) 3,006 1,128 △ 1,878 4,651 952 △ 3,699 5,754 2,281 △ 3,473 - 3,211 -

固定資産 7,139 7,933 794 6,919 8,128 1,209 6,565 8,072 1,507 - 7,931 -

(土地建物等) 2,780 4,334 1,554 2,600 2,796 196 2,433 2,813 380 - 2,864 -

資産合計 11,746 11,189 △ 557 13,332 12,245 △ 1,087 14,928 13,441 △ 1,487 - 14,383 -

流動負債 2,579 3,020 441 2,920 4,353 1,433 3,051 4,975 1,924 - 5,108 -

固定負債 7,029 6,506 △ 523 7,302 5,803 △ 1,499 7,349 5,260 △ 2,089 - 4,661 -

負債合計 9,608 9,526 △ 82 10,222 10,156 △ 66 10,399 10,235 △ 164 - 9,768 -

純資産 2,138 1,662 △ 476 3,109 2,089 △ 1,020 4,529 3,206 △ 1,323 - 4,615 -

負債純資産合計 11,746 11,189 △ 557 13,332 12,245 △ 1,087 14,928 13,441 △ 1,487 - 14,383 -

自己資本比率 - -

借入金等 - -

✓

✓

修正前計画：2023年5月発表の中期経営計画

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08887/56dba8df/7a48/4205/99a6/371941a8b072/140120230515573532.pdf


16,928 20,337 18,965 23,871 21,496 - 23,660 -

246 1,332 503 2,037 1,566 - 2,041 -

1.5% 6.5% 2.7% 8.5% 7.3% - 8.6% -

266 1,379 461 2,032 1,571 - 2,034 -

1.6% 6.8% 2.3% 8.5% 7.3% - 8.6% -

266 1,379 461 2,032 1,562 - 2,034 -

1.6% 6.8% 2.3% 8.5% 7.3% - 8.6% -

182 971 357 1,420 1,117 - 1,408 -

1.1% 4.8% 1.8% 5.9% 5.2% - 6.0% -

✓

✓

✓

✓

✓

修正前計画：2023年5月発表の中期経営計画

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08887/56dba8df/7a48/4205/99a6/371941a8b072/140120230515573532.pdf


•

•

•

•

2022年より新卒採用を開始。
2023年度は12名、2024年度は6名を採用、

引き続き促進
特例子会社設立（2021）

定年を70歳とするとともに、
20代〜80代まで幅広い年齢層を雇用

特定技能外国人：2022年4月より受入開始し、
2023年度末で51名在籍、定着に成功。2026年度
末で常勤社員の15%を目標に引き続き促進

新卒 障がい者

高齢者 海外人材



DXにより得られたデータを活用し、
経営管理体制を強化

持続的開発のための金融の仕組み
化として、REITの立ち上げを複数
の会社と協議の上、計画を進めて
いる

特定の疾患を中心とした有料老人
ホーム事業への参入にむけ、試験
導入を開始

運営、財務経理、人事総務等、各
部門のDXは継続的に推進、生産性
を向上

ガバナンス強化

事業領域拡大

効率性向上

成長性



41
(-1)

44
(-6)

47
(-8)

50

47
(+2)

48
(-6)

53
(-6)

58

20
25
(-4)

35
(-6)

47

10
10

10

10

13
13

13

13

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

FY24.3 FY25.3 FY26.3 FY27.3

開設棟数および定員数の見込み

認可保育所

就労継続支援B型

障がい者グループホーム

高齢者グループホーム

有料老人ホーム等

カッコ内は2023年5月計画からの増減数

中期開設計画

✓

✓

✓

4,064名
(-47)

4,300名
(-516)

4,614名
(-665)

4,932名

1,105名
865名
(-105)665名

(-65)565名
(+15)



✓

✓

0.5 0.9 
0.7 

0.9 

5.0 

6.7 

2019年 2025年

介護 障がい者 保育

対象市場の将来性（単位：兆円）

6.1

8.5

出所：厚生労働省「社会福祉施設等調査」「介護給付費実態調査の概況」「介護保険事業状況報告」等を元に、当社推計



全介護市場における、当社の該当領域 該当市場の成長余地

施設介護

介護療養型

介護老人保健施設（老健）

特別養護老人ホーム（特養）

高齢者グループホーム

有料老人ホーム

その他

在宅介護

訪問介護

訪問看護

訪問入浴

訪問リハビリテーション

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

居宅介護支援

通所介護

その他

当社の在宅介護は有料老人ホーム等において提供されるため、実質的には施設介護 出所：厚生労働省「令和2年度 介護給付費等実態統計の概況」
備考：有料老人ホームは、「特定施設（介護付き施設）」と「サ高住・住宅型」に分かれる。また、「サ高住・住宅型」には、訪問介護、訪問看護、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、住宅介護支援の一部が含まれる

2.6 2.8 3.0 3.2 3.4 3.6 3.8

1.2 1.2 1.3 1.3 1.4 1.4 1.51.2 1.2 1.2 1.3 1.3 1.3 1.4

市場規模（兆円）

5.0

6.76.46.15.85.55.3

614 664 713 763 813 862 912

249
259 269 280 290 300 310

207
212

216
221

225
230

234

人数（千人）

サ高住・住宅型 特定施設 グループホーム

1,070

1,4561,3921,3281,2641,198
1,135



41 44 47 50

47 48
53

58

4,064 4,300 

4,614 
4,932 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0

20

40

60

80

100

120

FY24.3 FY25.3 FY26.3 FY27.3

有料老人ホーム等 高齢者グループホーム 合計

前回 1からの
アップデート

物価上昇などの外部要因の変更にともない、FY25.3以降では
自社開発のペースを抑制し、利益の顕在化を進める

実績 / 計画

定員数施設数

(-1)

(+2)

(-6)

(-6)

(-6)

(-8)

カッコ内は前回資料からの差分
2027年3月期については本資料より追加

1: 2023年6月28日開示



全障がい者支援市場における
当社の該当領域

該当市場の成長余地

出所：厚生労働省「社会福祉施設等調査」「介護給付費実態調査の概況」「介護保険事業状況報告」等を元に、当社推計

訪問

居宅介護（ホームヘルプ）

重度居宅介護

同行援護

行動援護

その他

施設 施設入所支援

日中活動
生活介護

その他

居住支援
自立生活援助

共同生活援助（グループホーム）

訓練・就労

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援A型

就労継続支援B型

就労定着支援

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5

0.3 0.3 0.4 0.3 0.4 0.4 0.4

市場規模（兆円）

5.0

6.76.46.15.85.55.3

260 273 287 301 314 328 341

120 127 133
139 145 152 158

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

人数（千人）

就労継続支援B型 グループホーム

380

499480459440420400



20
25

35

4710
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565
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865

1105

0
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1,200
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40

50
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FY24.3 FY25.3 FY26.3 FY27.3

障がい者グループホーム 就労継続支援B型 合計

前回 1からの
アップデート

定員数施設数

実績 / 計画

(-4)

(+1)

(∓0)

(+1)

(+1)

(-6)

カッコ内は前回資料からの差分
2027年3月期については本資料より追加

1: 2023年6月28日開示



全保育市場における、当社の該当領域 該当市場の成長余地

出所：厚生労働省「社会福祉施設等調査」「保育所等関連状況取りまとめ」等を元に、当社推計

市町村
主体

施設型

認可保育所

幼稚園

認定こども園

地域型

小規模保育

家庭的保育

居宅訪問型保育

事業所内保育

国全体
企業主導型保育

その他

0.1 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3

0.3
0.4

0.5
0.5

0.6 0.7 0.7

市場規模（兆円）

0.5

0.90.9
0.8

0.8
0.7

0.6

255 302 348 395 442 493 493
100

125
150

175
200

200 200

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

人数（千人）

認可保育園 企業主導型保育所

355

693693
642

570
498

427
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FY24.3 FY25.3 FY26.3 FY27.3

認可保育所 合計

定員数施設数

前回 1からの
アップデート

実績 / 計画
(∓0)

カッコ内は前回資料からの差分
2027年3月期については本資料より追加

(∓0) (∓0)

1: 2023年6月28日開示



84,200

収益合計

122,100

206,300

162,800

43,500

月額利用料 保険料等収入

原価 営業利益

（単位：千円）

営業利益率

21.1%

出所：社内データ；原価における本部経費配賦は控除



90,700

収益合計

102,800

193,500
167,400

26,100

月額利用料 保険料等収入

原価 営業利益

（単位：千円）

営業利益率

13.5%

出所：社内データ；原価における本部経費配賦は控除



40,600

収益合計

86,600

127,200
109,800

17,400

月額利用料 保険料等収入

原価 営業利益

（単位：千円）

営業利益率

13.7%

出所：社内データ；原価における本部経費配賦は控除



収益合計

28,300 28,300

19,300

9,000

月額利用料 保険料等収入

原価 営業利益

（単位：千円）

営業利益率

31.9%

出所：社内データ；原価における本部経費配賦は控除



収益合計

24,900

43,100

32,800

10,300

月額利用料 保険料等収入

原価 営業利益

（単位：千円）

営業利益率

23.9%

出所：社内データ；原価における本部経費配賦は控除して掲載

18,200



収益合計

108,300 108,300
96,200

12,100

助成金

原価 営業利益

（単位：千円）

営業利益率

11.2%

出所：社内データ；原価における本部経費配賦は控除して掲載





項目 主要なリスク 可能性 時期 影響 対応策

水道光熱費の
高騰

水道光熱費の売上原価に占める割合は約5%となるため、世界情勢に
伴うエネルギー価格の高騰や原発再稼働の遅延などが生じた場合には、
当社グループの事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

中 随時 大
安定的なエネルギー確保のため、有料老人ホーム等の大型
施設に太陽光パネルを敷設することにより、電気料金の影
響を抑制し、営業利益の確保に努めて参ります。

人材の確保

人材によるサービスの提供によるものが主であるため、今後の事業拡
大に応じた人材の確保が必要となりますが、十分な人員確保が困難と
なった場合または既存人員の流出等が生じた場合には、当社グループ
の事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

中 随時 中

人材の確保・定着の推進を図るため、能力・資格・経験等
に応じた処遇面の見直しや、コンプライアンスに基づいた
働き方の厳守をしつつ、福利厚生の充実やキャリアアップ
支援等も推進し職員定着率の向上を致します。

事業所の
新規開設

高齢者向け居住施設、保育施設、障がい者支援施設の新規開設を計画
的に進めてまいりますが、好立地に物件を確保できない場合や自治体
の総量規制等の事業変化、資材高騰や経済的要因により開設事業計画
に大幅な乖離が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす
可能性があります。

中 不明 大

不動産については、パイプラインを増やす努力を継続して
おり、また新規事業の開発が滞る場合でも、成長の両輪で
ある事業承継を推進し、継続的な事業の拡大を進めて参り
ます。
介護については、許認可を必要とするグループホームや介
護付き有料老人ホームの規制が強化された場合は、住宅型
有料老人ホーム等総量規制に影響を受けにくい事業を推進
して参ります。
障がい者支援事業については、許認可を必要とするグルー
プホームの許認可が取得できなくなった場合は、福祉ホー
ム形態にて、事業開発をして参ります。
保育施設については、現状市場のピークアウトが想定され
るため、国内における開発を縮小する方針であり、事業開
発が滞った場合の計画対比での差は大きくありません。

設備稼働率
入居率

高齢者、障がい者、園児の利用人数に応じて影響を受けるため、計画
した利用人数を獲得できない場合には稼働率・入居率が低下し、当社
グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

中 随時 中

駅に近い立地にこだわり、近隣競合に比べ低価格に設定し
続け、かつ、優良な医療機関との連携等や社員研修等によ
りサービスの質を維持向上させ、適切な広報活動を実施す
ること等により競争力の維持向上に努めて参ります。

減損会計

当社グループでは「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しており
ます。今後、資産の利用状況やキャッシュ・フローの悪化により、事
業所の採算性が低下し損失計上が継続した場合には減損損失を認識す
る必要があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

小 不明 小

当社グループは、固定資産の中でも最大の割合である不動
産について、賃貸を基本としており、保有不動産について
も事業開始後には、基本的に売却する方針であるため、影
響額は小さいと考えられます。

事業承継
当初想定した成果を上げられない場合、減損損失の発生などにより当
社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

中 不明 大

専門家による外部デューデリジェンス等を通して対象企業
の企業価値、将来の収益性、リスクの分析を行い、また可
能であれば、承継前に経営コンサルティングに入ること等
により、リスクを低減する施策を実施致します。

その他のリスクは、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照ください。



お問い合わせ先

株式会社リビングプラットフォーム

コーポレートコミュニケーション室

 ir@living-platform.com
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